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FAXにてお申し込みの場合は、以下をご記入の上　0120-85-2502　まで

　法律相談要　・　税務相談要　　（セミナー後、お申し込みの先着順で個別相談を行うため、お待ち頂くこともございます。ご了承ください。）

[ 第１部 ]　弁護士と事例で学ぶ  [ 第２部 ]　税理士と事例で学ぶ

　　円満な事業承継に向けての   出資持分と税務リスクへの対策

　　　医療法人のガバナンス（課題と対策） 　 認定医療法人と非課税の持分放棄（最新情報）

　弁護士法人淀屋橋・山上合同　医療法人対策チーム                                  　　ウィル税理士法人

　　[弁護士] 田積司／西田 恵／岩本文男／／白石浩亮／山下遼太                                           [税理士]　大坪洋一／吉岡 潤

・平成２８年改正医療法を踏まえたガバナンスの課題と対策 ・平成29年税制改正の影響（出資金評価、認定医療法人制度）

・事業承継に関する法的知識（相続法改正の動向も踏まえて） ・持分ありの医療法人と持分無しの医療法人の違い

病院経営者、院長、事務長 参加費 無料
弁護士、税理士、社会保険労務士、コンサルタント

等、同業の方のご参加はお断りしております。資料の

みのご請求はお断りしています。また、当日ビデオ等

の録画・録音機の持ち込みはご遠慮願います。

当日の個別相談無料（要予約）

ご参加者数が5名に満たない場合は勝手ながら開催を中止させて頂く場合がございます。講師は会場によって異なりますので、ご了承ください。

日　時

・実際の相談・トラブル事例にみる課題とリスク回避策 ・持分無しへの移行に伴う課税関係

受付開始 13:30

4月22日（土）

大阪市中央区北浜3-6-13 (受付6階)

電話 FAX

メールアドレス 　　　　　　　　　　　＠ご参加者様 　　　　　　　　　　　　　（役職）　　　　

〒561-8510　大阪府豊中市寺内2-13-3 日本経営ビル

E-mail:seminar@nkgr.co.jp

【お問合せ先】日本経営グループセミナー事務局　担当：小倉

　TEL:0120-65-1162 ／ FAX:0120-85-2502　　

本申込書に記載いただいた個人情報についてはセミナーの受付管理事務・弊社からの各種ご案内等に利用し、その他の利用でご迷惑をおかけすることはございません。

突然のＦＡＸ失礼致します。本日は、弊社セミナーのご案内を送信させていただきました。貴重なＦＡＸ用紙・トナーを拝借させていただきましたこと、ご容赦くださいますよう、お願い申し上げま

す。今後のご案内が不要の場合は、まことにお手数ですがＦＡＸ番号を明記の上、ご返信いただけますよう、お願い申し上げます。ＦＡＸ：（　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　）

医療法人の理事・出資者が晒されているリスク

日本経営グループからのセミナーのご案内です

法人やグループのガバナンスを整備し、組織的な経営に移行する。

出資持分に対する課税リスクを整理し、抜本的な対策を図る。

□

□

□

理事や監事の責任を整備し、損害賠償などの経営リスクに手を打つ。

個別相談

しかし、全国の病院では次のような対策が進められています

医療法人の「経営責任」と「出資金リスク」に、手を打つ

改正医療法はじめ、いま全国の病院の経営層が悩んでいるのが、理事の「経営責任」と出資者の「課税リス

ク」。リスクを認識されないまま、対策が後手に回っているケースも少なくありません。

先着20名様限定

セミナーでは、次のことをお伝えします

貴院名

お申し込み（WEBサイトで「日本経営　セミナー」と検索し、お申し込みください）

ご住所

対　象

ご参加者様 　　　　　　　　　　　　　（役職）　　　　 メールアドレス 　　　　　　　　　　　＠

いずれかにレを入れてください　　□3/18広島　□3/18松山　□4/15大阪　□4/22東京

[東京] AP丸の内　I号室

（日本生命丸の内ガーデンタワー3階）

4月15日（土）

[広島] RCC文化センター

[松山] 松山市総合コミュニティセンター

[大阪] 日土地淀屋橋ビル

（弁護士法人 淀屋橋・山上合同セミナールーム）

14:00～16:30

3月18日（土）

3月18日（土）

06-6202-3355

東京都千代田区丸の内1-1-3

03-5224-5109

広島県広島市中区橋本町5-11

082-222-2277

愛媛県松山市湊町7-5

089-921-8222

レ

レ

レ


